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1.	はじめに

　本稿は、女性の科学技術への参画を高めるため
の「パイプライン理論」とそれに基づく政策に関
する議論をレビューし考察を行うものである。

　知識を基盤としながら拡張するグローバル
社会において、科学技術分野の知識やスキル
の重要性は増し、それらの職業分野に繋がる

要旨

　本稿は、女子・女性の科学技術への関心を高め、女性の科学技術人材プールを増やそうという「パイ
プライン理論」とそれに基づく政策に関する議論について、システマティックレビューを行うものであ
る。本稿では 2006 年から 2015 年までを対象に、Google Scholar、ERIC、PubMed、CiNii を検索し 139
件の資料を抽出の上、「パイプライン理論」を特に議論する８論文のレビューを行った。139 件の全体
的な傾向から、批判はあるものの 2006 年以降も同理論は女性研究者増加政策として採用されているこ
とが明らかとなった。同理論について議論があった８件のうち、３件は同理論の有効性を認めさらなる
強化を求めたり、女性が脱落する段階や要因を探ったりするための理論モデルを提示した。他５件は、
同理論が多様なキャリアパスを想定していないことや、アカデミアで効果が見られないとして批判的で
あった。米国では、約 30 年間で博士号取得までの学生に一定の効果が見られたが、未だにアカデミア
ではジェンダー差があることが示された。

キーワード：女性研究者増加政策 , パイプライン理論 , システマティックレビュー
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STEM（Science, Technology, Engineering and 
Mathematics）教育に多額の国家予算が投じられ
るようになっている。例えば、米国のオバマ大
統領は 2014 年の一般教書演説において STEM 教
育の重点化のため、2015 年度の連邦予算から 29
億ドルを投じると述べた［White House Office of 
Science and Technology Policy 2014: １］。STEM
分野の女性・女子学生の支援策も、重要な科学技
術政策として位置づけられている［White House 
Office of Science and Technology Policy n.d.］。
また、欧州委員会の 2014-2020 年の「EU 研究・
イノベーション枠組み計画」（Horizon 2020）に
おいても、研究開発分野の男女共同参画の推進が
重要視されている［European Commission n.d.］。
　このように科学技術・研究開発政策において、
女性の活躍に大きな期待がかかる一方、学術研究
分野における女性の参画が依然として低い実態
は、多くの先進諸国で共通してみられる。ただ
し、女性割合の程度は国によって大きな差があ
り、英国（37.7％）や米国（33.6％）では 30％を
超えているのに対し、東アジアのそれは低く、韓
国（17.3％）［以上、OECD n.d.］、日本は 14.7％［総
務省 2015］と 10% 台である。各国政府や地域共
同体は、こうした状況を打破するために女性研究
者の職業継続や再就職を支援したり、女子中高生
の STEM 分野への進路選択を促したりする政策に
取り組んでいる。個々の施策には、プログラム名
が付されているが、本稿ではこれらの施策を「女
性研究者増加政策」と総称する。
　そしてこうした政策立案の拠り所となってきた
のが「パイプライン理論」である。これは女性の
科学技術人材を増やすために、その供給源により
多くの女子・女性を送り込めば、科学技術職に就

く女性が自ずと増えることを想定する政策モデル
である。パイプラインの入り口にできるだけ多く
の女子を送り込むために、女子に科学技術への関
心を持たせる経験をさせたり、自信を持たせたり、
女子が親しみやすい教材や教授法を開発する施
策 が 採 ら れ た［European commission 2012: 26, 
57］。その例を概観しておこう（１）。
　米国では、1960 年代には理工系教育と研究の
充実が国家的政策課題となり、女子の理数系専
攻が奨励された［ホーン川嶋 2004: 247］。そし
て、1980 年 に は「 理 工 学 機 会 平 等 法（Science 
and Engineering Equal Opportunity Act）」 が 制
定されるに至る。1992 年の高等教育修正法では、
初等中等教育レベルの女子生徒が大学の理系分
野に進学できるプログラム開発に NSF が資金援
助を行うことが盛り込まれているし［亀田 1995: 
152］、小学校教師を対象とする公正な科学の為
の教員研修（Teaching SMART）も NSF の資金に
よって続けられている［Teaching SMART n.d.］。
イギリスでも、中学生を対象とした８年間のア
ク シ ョ ン・ リ サ ー チ ―GIST（Girls into Science 
and Technology） ― が 1980 年 に 始 ま り、1984
年には機会均等委員会が企業の賛同を得て WISE

（Women into Science and Engineering） と い う
パーマネント・プロジェクトを開始している［村
松 1996: 201-203］。また、1970 年代から理系分
野で働く女性を学校に招いて話を聞く取組みが
なされてきたスウェーデンでは、1990 年代には、
自治体が国の補助金を得て、新しい意識に基づく
職業選択を方向付ける為に女子だけを対象とした
テクノロジー夏期特別コースや自然科学の臨時講
座などを開催してきたし、フィンランドでも「北
欧パイロット・プロジェクト AVAA」（1985-1989）
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という男性が圧倒的に多い職業分野に女性を送る
ための選択指導が行われた［村松 1996: 209］。こ
れらのプログラムは、程度の差こそあれ、女子が
男子と同じように進路選択できることをめざした
点で共通している。
　これらの施策に対して、一定の成果があった
と評価されることもあるが（例えば WISE）、他
方で政策モデルとしての限界が指摘されても
いる。例えば、ロンダ・シービンガー（Londa 
Schiebinger） は、『 ジ ェ ン ダ ー は 科 学 を 変 え
る！？』［シービンガー 2002: 72, 85］において、
米国で 70 年代に試みられたトップダウンによる
差別解消モデルから 80 年代に転換したモデルと
して「パイプライン」という新しい政策の登場を
紹介している。それは、「パイプラインの入り口
に少女を送り込めば送り込むほど、専門職として
有能な女性が増え、未来の科学者の人材プールに
より多くの女性が流れ込むようになるだろう」と
いう予測に立って女子を送り込む施策で、科学技
術分野の女性の少なさを差別問題というよりは選
択問題と捉えたのである。ただしこの考えに対し
ては、「男子と同じ社会的恩恵を女子にも与える
ことをもって臨もうと」するあまり、女性を男性
中心のシステムに同化させようとしていると批判
が向けられ、さらには、1980 年代からこれらの
施策に取り組んだにもかかわらず、女性研究者が
増えなかったという実態がいくつかの国で報告さ
れるようになった。科学技術人材の供給源である
高等教育機関で理工系分野を専攻する女性が増え
たにもかかわらず、彼女らはその分野の職を選択
しなかったり、選択しても早期に離職したのであ
る［リュープザーメン＝ヴァイクマン 2004: 23］。
こうして、「パイプライン理論」には限界がある

と考えられるようになった。
　以上に見たように欧米においては、女性と科
学をめぐる多くの議論がなされ、科学分野に女
子・女性を取り込むための数々の施策が講じら
れてきた。それらは、単に女性研究者の問題とし
てだけでなく、大学入学前の児童・生徒、大学
生の職業選択等にかかる研究や政策であること
から、広範な分野の研究者や実践家がかかわっ
てきた。こうした研究と政策の往還を進める鍵
となったのがジェンダー統計で、米国において
は 先述した理工学機会平等法に基づき 1981 年以
降隔年で、また、欧州委員会においては 2003 年
から３年ごとに女性研究者の実態を把握する統
計She Figures が出版されている。欧米に倣う女
性研究者増加政策を実施している韓国も、ジェン
ダー統計はかなり整備されている［国立女性教育
会館 2014］。さらにジェンダー統計が充実するこ
とによって、科学技術分野の女性を対象とする欧
米の研究には、科学哲学や科学史、教育学や心理
学、社会学、統計学、政策科学、また医学や薬
学、工学など理系研究者自身による夥しい数の研
究が積み上げられている。そして、新たに興隆し
ているのが、Gendered Innovations ［Schiebinger 
2008］ や Gender based innovations ［European 
Commission 2013: 201］という、科学や技術の
あり方（研究や技術開発の対象・方法の同定など）
自体を問い直す理論である。
　一方、日本では STEM 分野のジェンダー研究も
政策も大幅な後れをとっている。とくに研究と政
策をつなぐジェンダー統計の不十分さは、我々
の共同研究が明らかにしてきた通りで［小川他 
2015］、そのことが女性研究者の国際比較を難し
くしている。そこで、我々は、本稿では文献調査
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を中心に女性研究者増加政策に迫ることとした。

2.	研究課題

　「パイプライン理論」については前述したが、
端的には、科学技術分野の人材供給プロセスをパ
イプラインと比喩的に捉え、そこに女子を送り込
んだり、脱落を防ぐ対策を講じようとする政策モ
デルである。シンプルでわかりやすいということ
もあり、各国の女性研究者増加政策のモデルとさ
れてきた一方（２）、それでも女性研究者が増えな
かった国も多く、対策すべきは男性優位の組織構
造や組織文化であるとする理論（働き方、評価な
ど）へとシフトしてきた。［Vallian 1998; National 
Academy of Science et al. 2007, 他 ］。 現 に、 全
米 科 学 財 団（National Science Foundation） の
ADVANCE Program（2001 年〜現在）では、採用・
昇進等の評価において、女性や過少代表（人口構
成上の割合に比べて代表者数が不当に少数）のマ
イノリティが、無意識のうちに不利を被らぬよう
各研究機関の改革を強力に進めている［National 
Science Foundation n.d.］。
　海外でのこうした動向もある中で、日本では
2006 年に女性研究者支援政策や女子中高生の理
系選択支援プログラムが始まった。本稿では、日
本における女性研究者増加政策を考察するための
一助とし、また国際的比較研究へ向けた第一歩と
すべく、特に 2006 年以降 2015 年までの英語圏で
の「パイプライン理論」に関するレビューを行う。
原稿執筆時点で不確定要素の残る 2016 年を避け、
レビューは 2015 年までとした。

3.	研究方法

　先述したように、女性研究者やその支援をめぐ
る研究は、多分野からのアプローチがある。その
ため、従来の文献レビュー方法より、分野横断的
に検索するシステマティックレビューが妥当な方
法と考えられる。システマティックレビューは、
1990 年代の英国においてエビデンスに基づく医
療を推進するコクラン共同計画において実施され
てきた文献調査方法である［津谷 2000］。しかし、
エビデンスに基づく政策が求められるようになる
と、社会科学系でも用いられるようになり、例え
ば、ある政策の効果があったか否かを判断する手
立てとされるほか（３）、教育学（４）や心理学（５）で
も用いられるようになっている。システマティッ
クレビューは、著名な研究者による文献や被引用
度の高い文献を調査する従来のレビュー方法と
違って、機械的に行うため恣意性を排除できるメ
リットがある［Cohen et al. 2011］。
　 本 稿 で は、Google Scholar、ERIC、PubMed、
CiNii の４つのアクセス・フリーなデータベース
を用い資料を検索した。ERIC 以外は期間を 1970-
2015 年とした。Google Scholar と ERIC では、検
索対象を記事タイトルのみに設定し（６）、「pipeline 
female OR women OR woman」、「title:pipeline 
AND （women OR female OR woman）」でそれぞ
れ検索した。他はタイトルに限定せず、PubMed
は「pipeline female career」（ ７）（ 以 上 対 象 言 語
は 英 語 ）、CiNii は「pipeline AND （woman OR 
women OR female）」および「パイプライン 女性」
でそれぞれ検索した。
　今回の検索では 1985 年からパイプライン理論
に関わる論文が確認された。しかし、別途行った
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文献調査により、1983 年が「パイプライン理論」
の初出ということを確認したことを念のため記し
ておく［Berryman 1983］。
　次に、それぞれの検索結果を統合し 371 件の資
料を抽出した。その上で、タイトルから判断し
無関係な論文 76 件を除外し、49 件の重複を落と
し、全体として 246 件の資料名を抽出した。そこ
から、今回報告する 2006 年から 2015 年までの最
近 10 年間の 149 件の資料名を取り出した。さら
に Google Scholar で検索されても学会発表等の
資料で、タイトルのみで要旨さえない 10 件は除
外し、残る 139 件について要旨、および要旨を欠
く場合は本文のイントロダクションや目次を通覧
した。その後、「パイプライン理論」に関し実質
的に議論している８論文の全文を取得し、詳細な
レビューを行った。

4.	結果

　まず、139 件の全体的な傾向について触れてお
く。要旨のレベルで見る限り、2006-2015 年の全
体的な傾向としては、「パイプライン」という言
葉自体、「キャリアパス」に近い意味や、「ある特
定分野に進学・就職し、昇進していく道筋」とい
うような意味で、十分に吟味することなく使用し
ている例がほとんどであるが、用語の定着は確認
できた。なお、他の全体的な傾向の詳細は、紙幅
の関係で別稿に譲ることとし、特に「パイプライ
ン理論」や関連する政策についての議論があった
８件を、古い順に見ることとする。表－１にまと
めたように、システマティックに検索を行ったこ
とにより、多様な分野から論文が抽出されている
ことに留意したい。以下では、表－１の論文番号

表–1. レビューする論文
論文
番号 著者名 論文名（発行年） 著者の専門 対象分野

１ Mary C. Mattis “Upstream and downstream in the engineering pipeline: What's 
blocking US women from pursuing engineering careers?” （2007） 社会学 工学

２ Jill A. Marshall “Escape from the pipeline: Women using physics outside 
academia.” （2008） 物理学 物理学

３
Kristen Renwick 
Monroe & William 
F. Chiu

“Gender equality in the academy: The pipeline problem.” （2010）
政治学 アカデミア

全体

４ Peggy Layne “The engineering ‘pipeline’ metaphor and the careers of female 
deans of engineering.” （2011） 工学 工学

５ Alison K. Shaw & 
Daniel E. Stanton

“Leaks in the pipeline: Separating demographic inertia from 
ongoing gender differences in academia.” （2012） 生物学 アカデミア

全体

６
Business Higher 
Education Forum 
& ACT

“Building the talent pipeline: Policy recommendations for ‘the 
condition of STEM 2013.’” BHEF/ACT Policy Brief. （2014） 教育学 教育学

７
Barbara Kellerman 
& Deborah L. 
Rhode

“Women at the top: The pipeline reconsidered.” （2014） リーダー
シップ論、
法学

アカデミア
全体

８ David I. Miller & 
Jonathan Wai

“The bachelor's to Ph.D. STEM pipeline no longer leaks more 
women than men: A 30-year analysis.” （2015） 心理学 心理学

注：論文番号は筆者らが便宜的につけた。詳しい文献情報は参考文献を参照のこと。
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に沿って記述する。

　‌�1. 『科学、技術、工学、数学における女性とマ
イノリティ：数を増やす』の第 14 章として収
められている論文である。著者の Mattis は、教
育改善に取り組むニューヨークのウォレス財
団の職員である。Mattis によれば、（後述の論
文４等の論文で論じられるように）「パスウェ
イ」という比喩が近年提唱されており、人々の
自由な動きを見る上では理想的だが、「パイプ
ライン」という比喩は現実的である。工学で学
位をとるためには早い段階から数学等への順応
が求められるからである。Mattis は、米国にお
いて 30 年に及ぶ努力にもかかわらず、工学分
野への女性の参画者はわずかしか増加しておら
ず、それどころか近年大学工学部への女性の入
学者が減少していることに強い危機感を示す。
学生や教師、産業界など様々な調査を紹介しな
がら、「パイプライン」の「上流」にいる少女
らは、工学は女性のためのものではないという
メッセージを「下流」の工学者コミュニティか
ら受け取っているとする。工学への女性参画者
を増加させるためには、工学者コミュニティが
少女たちに積極的に働きかけ、よい循環を構築
するべきだとする。

　‌�2. 同論文は、米国物理学教員協会（American 
Association of Physics Teachers）の会合でセッ
ションが持たれた、物理学専攻の女性の多様な
キャリアを紹介しつつ、「パイプライン理論」
について考察する内容となっている。Marshall
は、女性やマイノリティが物理学分野の全ての
段階で脱落する「水漏れするパイプライン」の

イメージはありふれたものになっているが、女
性のキャリアの軌跡を正確には示していないと
言う。先行研究においては、「パイプライン」
のイメージは、物理学専攻に進む少女を増加さ
せ、教育やアカデミアのシステムそのものを変
更するよりも障害を乗り越える力を身に付けさ
せるというものと指摘されている。加えて「パ
イプライン理論」は、なぜ成功した女性でさえ
科学や技術を継続しないのか、また、多様なキャ
リアパスがあることを説明しない。また「パイ
プライン理論」の欠陥は学生を教育の受動的プ
レイヤーと見做し、「水漏れした」人を廃棄物
として見ていることであるとする論者もいる。
しかし、女性はパイプラインから「水漏れ」し
ているのではなく、他の目的地へと「脱出」し
ているのかもしれないとして、Marshall はアカ
デミア以外で活躍する５人の女性の幅広いキャ
リアパスを紹介する。ただし、「パイプライン」
そのものの変化の重要性も指摘し、もし学業や
アカデミックキャリアが女性たちにとってより
興味の持てるものであれば、女性たちが「脱
出」せざるを得ないと感じないだろうともして
いる。Marshall は「パイプライン」に代わる比
喩として、支流や貯水池がある「水系（water 
system）」を提案する。学生たちはそこでの自
発的な泳ぎ手になるように奨励されるべきであ
るとした。

　‌�3. 同論文は、「職業における女性の地位委員
会 」（Committee on the Status of Women in 
the Profession）の調査の一部として、アカデ
ミアにおける「パイプライン問題」の実証的分
析を要約したものである。Monroe らは、女性
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をアカデミアに多く送り込めば自然と不平等や
差別が解消されるだろうと考えて、「パイプラ
イン」のアプローチを検証した。しかし、過
去 30 年間ほどの米国大学教授協会（American 
Association of University Professors）のデータ
の分析から、アカデミアにおける女性の過少な
比率や賃金の不平等、地位の低さはなお継続し
ていることが明らかとなり、女性が増加しても
差別的状況に大きな変化は期待できなかった。
トップに上がる段階だけではなく、様々な節目
で、構造的なバイアスや女性の昇進を阻む「ガ
ラスの天井」があるとして、「パイプライン理論」
の限界を指摘する。

　‌�4. 同論文は、2011 年の米国工学教育協会の年
会・展示会における、「人種とジェンダーの神話」
というセッションでの報告である。著者の工学
者でヴァージニア工科大学の ADVANCE プログ
ラムの事業推進者を務めた経験を持つ Layne に
よれば、全米科学財団は 1980 年代に「パイプ
ライン」の比喩を具体的な政策にした（すな
わち大学や研究機関で取り組んだ）。しかし、
1990 年代になると、理工系人材の不足という
予測への疑問を投げかけられたり、「パイプラ
イン」という比喩が実態を表さないとして批判
を浴びたりすることになったと回顧する。「パ
イプライン」というイメージは介入するポイン
トを特定したり、流れる量（＝人数）を増やし
たり、水漏れ（＝脱落）を防ぐ手立てを講じる
ためには便利なモデルであるが、教育からキャ
リアへの経過が直線的であるという神話を強
化することになった。Layne は、2002 年から
21 人の米国の女性工学部長へのインタビュー

を行い、大学教員となる前に企業や高校、国の
研究機関で働いたり、家族を持ったりして回り
道した様子を明らかにした。Layne はパスウェ
イ（pathway）やパス（path）の比喩のほうが、
女性たちの多様なキャリアを表しているとす
る。

　‌�5. 英国王立協会会報に掲載された米国とオー
ス ト ラ リ ア の 生 物 学 者 に よ る 論 文 で あ る。
Shaw ＆ Stanton は、「パイプライン」の比喩
は複雑なキャリアパスを単純化してはいるが、
ジェンダーに基づいた差異の効果を見るため
の良い枠組みであると評価する。著者らは、
MetaLab というソフトを用い、アカデミアの世
代交代による男女比の変化を予測する独自のモ
デル「パイプラインモデル」を構築した。モデ
ルでは人口統計学的惰性（慣性）（demographic 
inertia）、すなわち、教育やキャリアのいくつ
かの段階の男女比の偏りが与える、世代交代が
進む際の男女均衡化の時間差を考慮していると
する。モデルが予測した女性の割合よりも実際
の割合が低い場合には、ジェンダーに基づく差
別等が働いている可能性があるとする。全米科
学財団による過去 28 年間の収集データを「パ
イプラインモデル」に適用し、モデルと実際の
データを比較した。実際に学部段階では、農学・
生物科学、社会科学、心理学において、女性は
男性より多いが、工学、数学・コンピュータ科
学、物理科学では少ない。一方、上記の全ての
分野で、いくつかのキャリア段階でモデルから
予期されるより実際の女性の割合が低く、また、
アカデミックキャリアに就く段階での女性の少
なさは、人口統計学的惰性では説明がつかない
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とした。これらのジェンダー差は差別以外にも
様々な議論が考えられるが、著者らは、人口統
計学的惰性の影響を差し引いた影響を考察する
ためのシンプルなモデルを提示したとする。

　‌�6. 同資料は、Business Higher Education と ACT
（The American College Testing Program）とい

う学力テストを提供している団体である ACT 
による政策提言書である。同提言書は、STEM
職が将来の国家経済の駆動力となることから、
K-12（幼稚園から第 12 学年、すなわち高校ま
で）教育、高等教育、ビジネス界、政府に対し、
STEM 教育パイプラインを改善することを求め
ている。STEM への関心はあるものの数学や科
学の成績が足りない学生を支援することや、ア
フリカ系やヒスパニック系、女性の STEM へ
の関心の低さへの対策、STEM 専攻を離れてし
まう学生の持続対策の必要性を訴える。さら
に、非 STEM 系の学生用にも STEM 関連の授業
を提供するカリキュラム改正を行い、仕事に
求められる STEM の知識を使うことのできる人
材を増やすような「才能パイプライン（talent 
pipeline）」を構築することを要求している。
ビジネス界も STEM 分野に通暁した能力を要求
していることを示し、政府はそうした高等教育
を資金でサポートするべきと主張している。

　‌�7. 同論文は、「女性とリーダーシップ：研究、
理論、実践」シリーズの第１巻目として出版さ
れた、『高等教育における女性とリーダーシッ
プ』所収の論文である。著者らは、「パイプラ
イン理論」は、同じ資格を持つ男女は同じ割合
でトップに立ち、ジェンダーバイアスはなく、

女性の方が家庭内労働を多く行うにも関わらず
組織のシステムは男女に同じように働き、男女
の数の不平等は時がたてば解決すると想定して
いるとする。これを著者らは「パイプ・ドリー
ム」としている。「パイプライン理論」が人口
に膾炙するようになって 30 年経つが、リーダー
シップやマネジメントで高い地位に立つ女性の
比率は非常に低く、この意味で「パイプライン
理論」は失敗しているとする。例として、著
者の Kellerman が所属するハーヴァード大学で
は、テニュア教員のうち女性は４分の１以下
であり、テニュア・トラックの教員では女性の
比率は近年 40％から 35％に低下してさえいる。
しかし、「パイプライン」という言葉は社会で
使われ続け、辛抱強く待てば女性たちの時代は
来ると期待させ、彼女たちの抵抗を押しとどめ
ているとする。

　‌�　著者らは、リーダーレベルの女性の過少代表
性にはいくつもの理由が指摘されているとす
る。例えば、無意識のバイアスや、女性の失敗
に対する不寛容への恐れがある。また、リーダー
シップが伝統的に男性性と結び付けられてきた
ために、女性リーダーには男性性と女性性とい
う対立する要求を求められるダブルバインド、
男女で別の基準を儲けられ、女性がより厳しく
評価されるダブルスタンダードも存在する。加
えて自分の属する集団を好意的に評価し、外集
団を否定的に評価する内集団贔屓（８）のために
女性は男性が支配的な集団で不利を被り、さら
に、女性により多く負担がのしかかる家庭責任
とのバランス等により、女性の昇進は妨げられ
ているとする。
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　‌�8. 同論文は、心理学のオンラインジャーナルに
発表されたものである。Miller & Wai は、「水漏
れするパイプライン」の比喩は、米国の STEM
分野の学生の 1970 年代から現代までの状況を
説明するかを、全米大学卒業生調査（National 
Survey of College Graduates）と、博士号取得
者調査（Survey of Doctoral Recipients）から検
証した。STEM 分野で学士号を取得した人が博
士号まで取得する率、すなわち著者らが STEM
持続率と呼ぶ率は、1970-80 年代には女性は男
性より確かに低かった。しかし、1990 年代に
はこの STEM 持続率の男女差は縮小したため、
学士 - 博士において「水漏れするパイプライン」
の比喩は現代の状況を説明していない。ただし、
博士号取得者や教員の数における男性の優位は
ある。ジェンダー差別は確かに存在し、それを
検討することも重要であるが、STEM 持続率は
ほぼ男女で同等であり、また、非 STEM 系より
STEM の方が女性に対する偏見が少ないにも関
わらず女性が少数という事実があるため、数に
おける男性の優位は差別が要因とはいえないと
する。また、認知的能力の男女差をアカデミッ
クな科学における女性の少なさの原因に挙げる
研究者もいるが、STEM 持続率が同等であり、
近年、物理科学と工学では男女で助教に採用さ
れる率がほぼ同等であることなどから理由とは
ならないとする。ただし、生物科学などのいく
つかの分野では、博士号を取得した後のアカデ
ミック・パイプラインで女性がより多く離脱す
ることは確かである。

　‌�　また、著者らは一方向を想定した「水漏れす
るパイプライン」という比喩により、STEM を
離脱した女性が罪悪感を抱くこともあるとし、

女性を苦しめる可能性を指摘した。さらに、学
部以下では非 STEM 分野から STEM 分野への転
向も可能とすることにより、STEM の多様性を
高めるような対策を求めている。著者らは複数
の入り口を想定した「パスウェイ」という比喩
を推奨するとした。

5.	考察

　次に、８つの論文を通して見えてきた傾向につ
いて３点を考察する。（１）は「パイプライン理論」
の問題点、（２）はその理論が持つ有効性、（３）
はその理論に基づいた政策で未解決の問題であ
り、社会的な要因による男女差、すなわちジェン
ダー差に関する考察である。

（１） 「パイプライン理論」の問題点
　「パイプライン理論」の問題点の一つは、キャ
リアは必ずしも直線的ではないということが指摘
されている。論文１と４は、個々の女性の経歴か
ら、物理学や工学に多様な経歴があることを示し、
直線的なキャリア形成を理想とした「パイプライ
ン」という比喩がそぐわないと主張する。女性を
主体的なプレイヤーと見做し、アカデミックな「パ
イプライン」を外れても「脱落」したというネガ
ティブな見方をするのではなく、多様なキャリア
パスを肯定し、女性の主体的な選択を奨励する。
インタビューからは、アカデミアで成功した女性
たちでさえ、「パイプライン理論」で想定される
ような直線的なキャリアパスのみではありえない
ことが示されている。無論、女性が「パイプライ
ン」から「脱出」することは既存の男性優位のア
カデミアの体質を変更することにはならず、アカ
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デミアの組織の改善自体は求められなければなら
ない。
　二つ目は、女性の増加のみではジェンダー格差
は解決しないことである。論文３は、アカデミア
におけるジェンダー不平等は、有能な女性研究者
の数が一定数に達すれば改善されるものと、パイ
プライン理論に期待を寄せた。しかし女性の増加
は図られても、差別解消に効果はなく、法的制裁
も含めもっと強硬な手段が必要と結論付けた。
　三つ目は、「パイプライン理論」が女性にとっ
てむしろ有害であるとするものである。論文８は、

「水漏れするパイプライン」という比喩は、STEM
を離脱した女性を敗者と見なすことが前提となっ
ており、女性に罪悪感を与えることもあるとす
る。また、論文７は、「パイプライン理論」が示す、
時がたてば高い地位に着く女性が増加するという

「夢」が、女性からの抗議を抑え込む役割をして
いると述べる。この「夢」はジェンダー問題を無
視しているが、単純でわかりやすいことから社会
に受け入れられやすく、女性がトップへ上るまで
の様々な障壁について疑問を挟むことを難しくし
てきたといえるのかもしれない。「パイプライン」
という比喩に替えて、直線的ではない経路の比喩
が提示されている。

（２） 「パイプライン理論」の有効性
　一方で「パイプライン理論」は現代においても
有効であるとする議論もある。論文１と６は、「パ
イプライン理論」の有効性を認めたうえで、さら
なる精緻化や取組の拡大・強化を訴えていると
言ってよいだろう。知識基盤社会において STEM
の知識を駆使できる人材を育てることは重要であ
り、そのためには、工学者・科学者のコミュニ

ティや産業界が率先して少女や過少代表のマイノ
リティの STEM への関心を育てたり、STEM 分野
への進学を支援したりする必要性を訴えている。
論文６はもはや人材を STEM 系とそれ以外に振り
分けるのではなく、必ずしも STEM 専攻でなくて
も、非 STEM 専攻の学生も STEM を使える人材と
して取り込んでいく必要性を訴えているともいえ
るだろう。論文８も「パイプライン」の比喩は拒
否しつつも、同じように学部入学以降の STEM へ
の転向を支援することは、STEM 分野の多様性を
高めるためには意味があると考えている。学部入
学を STEM と非 STEM の決定的な分岐点としない
ことが今後の課題となるであろう。論文５は、「パ
イプライン」の比喩には限界があるものの、その
シンプルさに理論モデルの基盤としての有効性を
訴えている。個々人のキャリアパスは複雑である
が、一般的な傾向を捉え、ジェンダー差の原因を
探るには単純化したモデルが適しているとする。
　「パイプライン理論」を否定する流れが 90 年代
以降現れてはいるものの、今回検索し抽出した資
料で、「パイプライン」という単語について特に
批判することもなく、「キャリアパス」と同じよ
うな意味で使用しているという全体の傾向からも
見て取れたように、学生や科学者・技術者を増加
させるという目的のためには依然として使われて
いる理論や政策であるということがわかる。

（３） アカデミック・レベルでのジェンダー差
　論文３、５、８の量的な調査の分析からは、米
国においては、博士号を取得するまでの学生レベ
ルでは、近年減少傾向だがここ 30 年で女性の数
は増加し、また、女性の脱落割合は男性とほぼ同
等となったが、博士号取得後にジェンダー差が依
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然として続いていることが明らかになった。論文
８は、学士 - 博士号取得者の脱落の割合は男女差
が解消され、「水漏れするパイプライン」の比喩
は実態を表さなくなったが、博士号取得後はいく
つかの分野で女性がより多く脱落するとした。論
文５は、アカデミアの男女比の偏りが解消される
までには時間がかかるという人口統計学的惰性を
前提としたうえのモデルと実態の比較により、ア
カデミックな職に就く際にモデルの予測値より最
も大きな男女差があることを確認した。論文３は
30 年を経てもなお続く、アカデミアのジェンダー
による格差の原因はやはり差別にあると推論し、
アカデミアにおける差別の解消は粘り強く取り組
むべき課題であると考えている。
　以上に見たように、少女に STEM 系への関心を
持たせることは重要であり、将来の展望を見せる
ことには意義がある。しかし、大学院修了後やア
カデミアなどへの就職後の男女の不平等のために
女性研究者の数は期待ほど増加しなかったことも
明らかとなった。結局、論文１の Mattis の言う
ように、女性の不利という現実は多かれ少なかれ
少女の進路選択や大人の助言に影響を与えてしま
う。組織の男女平等を実現させない限り、せっか
く STEM に関心を持ち多大なコストをかけて学位
を取得した女性たちを失望させ、続く若い世代の
少女たちにさらに負のメッセージを与えかねない
ことになるだろう。
　日本では、一種のパイプライン型プログラムで
ある女子中高生の理系進路選択支援政策が行われ
ている。女性の STEM 系の学部生をより増加させ
るには時間を要するとは考えられるが、米国や
EU の事例をさらに研究して改善していく必要が
あるだろう。また、パイプライン型プログラムと

並行し、女性研究者支援事業によって、研究機関
の組織文化を変革する努力を促していることには
重要な意義がある。こちらも諸外国の取組をさら
に研究する必要がある。一部の組織で採用の際に
女性を優先することが奨励されていることは効果
が見込めるが、ポスト自体が多くはないため、か
なり積極的な運用が求められるだろう。また、ア
カデミアを離脱せざるを得ない女性を減少させる
ためにも、よりアカデミアが女性にとっても働き
やすく魅力あるものであり、男性研究者も家庭内
労働をして当然というような文化を醸成していく
必要があるのではないだろうか。

6. おわりに

　本稿では、システマティックレビューの手法を
用いて、「パイプライン理論」に関する文献を検
索し傾向を把握した後、特に 2006-2015 年の８件
の論文に関してレビューを行った。女性の科学技
術人材を増やすためには、大学で理工系を専攻す
る女性を増加させることが前提として必要である
ため、2006 年以降も「パイプライン理論」を前
提とした政策は行われている。また、米国におけ
る 30 年間に及ぶ「パイプライン理論」に基づい
た女性研究者増加政策は、専攻によって伸び率は
異なるものの、女性の学部生や博士号取得者を増
加させた。しかし、多くの分野ではアカデミアに
採用される段階で最も女性には困難があり、その
後も、ジェンダー格差が続き、女性研究者の過少
代表性は期待ほど解決されていないことが明らか
になった。女性の数を増やそうとするのみでは過
少代表性やジェンダー格差が解決されない。無意
識のバイアスや男性優位の組織文化を変革させる
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必要性があると言う議論の重要性も改めて確認す
る結果となった。
　今回行ったシステマティックレビューでは、
様々な分野から資料を抽出することができた。
一方でこうした研究方法の限界として、Google 
Scholar と ERIC では記事タイトルに検索対象を
限定し、かつ pipeline と women または woman、
または female の両方の語がタイトルに入ってい
る資料に絞ったため、「パイプライン理論」を中
心的に論じている論文でも抽出されなかった可能
性を否定できない。現実的に検討可能な数を検索
するための工夫は必要であったが、検索語やデー
タベースに関して検討の余地が残った。

付記
　本研究の一部は、2016年11月６日に開催された
科学技術社会論学会第 15 回年次研究大会で口頭発
表した。なお、本研究は JSPS 科研費 16H03324 の
助成を受けたものである。

注
（１） ‌�EU や米国の政策展開の概要は、小川（2016）の

図４「欧米の取組」を参照していただきたい。
（２） ‌�例えば、中国国家科学技術部の支援の下、中国科

学院科学技術政策・管理科学研究所の研究員らの
グループが実施した調査研究において、科学技術
分野の女性の研究能力開発を促す政策及び具体的
措置として「パイプライン理論」を用いて説明が
なされている［張他 2008: 128-129］。

（３） ‌�例えば、Bambra et al. （2005）など。
（４） ‌�例えば、イギリスで広範に使用される教育研究法

のテキスト［Cohen et al. 2011］に示されている
ほか、ロンドン大学教育研究所のThe EPPI-Centre
に お い て 研 修 等 が 行 わ れ て い る（EPPI-Centre 
n.d.）。

（５） ‌�例えば、Perry & Hammond （2002）など。
（６） ‌�Google Scholarは本文まで検索すると３万件以上

ヒットするため、「パイプライン」について中心
的に議論しているものに絞るために、記事タイ
トルの検索に限定した。また、「citation」は含め

「articles」を検索対象とした。
（７） ‌�PubMedは、「pipeline women」のみだと手術の技

法等の記事が多数抽出されるため、「career」を検
索語に入れた。

（８） ‌�「ダブルバインド」については、Coleman（2005: 
529）、「ダブルスタンダード」については佐藤

（2009: 177）、「内集団ひいき」については浅井
（2005: 241）も参照した。
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